
令和 2 年 4 月

令和 2 年度 令和 11 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,110 円 3,484 円

3,110 円 3,475 円

3,110 円 3,474 円

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

一部適用

浅口市下水道事業経営戦略

平成11年度
（20年）

浅口市

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

28.4 人/ha

2箇所（金光浄化センター、鴨方浄化センター）

接続なし
単独で終末処理を行っている事業

処 理 区 数 2処理区（金光処理区、鴨方処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

里庄町北処理区の汚水を鴨方浄化センターで受け入れ、同浄化センターの余剰能力の有効利用を実施。
汚水処理施設の効率的かつ効果的な整備のため、平成27年度にクリーンライフ100構想の見直しを実施、平
成28年度には浅口市公共下水道システムの再構築に着手。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

平成29年度 平成29年度

平成30年度 平成30年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料　 8立方メートルまで：1,320円
超過料金　　　8立方メートルを超え30立方メートルまで：154円
　　　　　　　　　30立方メートルを超え50立方メートルまで：176円
　　　　　　　　　50立方メートルを超え100立方メートルまで：198円
　　　　　　　　　100立方メートルを超える量：220円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用と同じ

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成28年度

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成28年度



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

未検討

未検討

 イ　指定管理者制度

電算、処理場維持管理、水質検査、汚泥処理、機械点検整備等

民 間 活 用 の 状 況

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　平成30年度決算数値から策定し、令和元年度に公表した、「経営比較分析表」を添付している。
この経営比較分析表を活用することにより、経年比較や他の公営企業との比較、複数の指標を組み合わせた分析を行い、経営の現状及び
課題を的確かつ簡明に把握することが可能となる。

職 員 数
損益勘定所属職員　5人
資本勘定所属職員　5人
合計　10人

平成18年3月の浅口市発足当初は、損益勘定所属職員7人、資本勘定所属職員8人の体制であったが、課の
統合や業務の集約、見直し等により現在は上下水道部下水道課、金光総合支所産業建設課により事業運営
を行っている。
合併後10年が過ぎ、市役所組織全体の中で、総合支所の見直しが検討されており、今後は下水道課への業
務集約を見据えて検討をすすめていく必要がある。

該当なし

該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

〇処理区域内人口は減少していく見込みである。

有収水量の予測

〇有収水量は人口減少と共に減少していく見込みである。

１人

損益勘定

産業建設課金光総合支所

課長

上下水道部浅口市役所 下水道課 ５人

５人

上下水道係

業務係

工務係

損益勘定

資本勘定５人

部長
公共

１人上下水道係産業建設課寄島総合支所

損益勘定損益勘定

資本勘定

損益勘定

資本勘定 特環 資本勘定

２人

１人

項目 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11
処理区域内人口 20,335 20,104 19,877 19,649 19,420 19,192 18,987 18,780 18,576 18,369

項目 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11
有収水量 1,596,920 1,578,796 1,560,983 1,543,046 1,525,108 1,507,171 1,491,040 1,474,846 1,458,778 1,442,522



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

使用料収入の見通し

〇使用料収入は人口減少と共に減少していく見込みである。

施設の見通し

　ストックマネジメント計画に基づき計画的な点検・調査及び修繕・改築を行い、持続的な下水道機能の確保とライフサイクルコストの低減を
図っていく予定としている。

組織の見通し

〇現状の体制維持を予定している。

○適切で計画的な事業執行
　市民の生活環境の改善及び公共用水域の水質保全のため計画的に施設整備を行っていく一方、老朽化していく施設の長寿命化・ストック
マネジメントを検討・実施していく。また、令和2年4月に企業会計を導入し、将来の改廃及び維持管理に係る費用を的確に把握するとともに、
負担区分の明確化や資産の把握など、事業の安定的な継続を実現する企業経営を構築する。

○効率的な事業執行
　業務の効率化とコスト削減に積極的に取り組み、民間活力の利用等の検討もしていく。

○収入の確保と負担の適正化
　財政基盤の強化のため、収入の確保と一般会計の負担区分の適正化を図る。また、収入確保のため使用料・受益者負担金の収納率を向
上させると共に、国庫補助や企業債等について的確に資金調達を行っていく。

○水洗化の促進
　公共用水域の水質保全のため、下水道未接続者の解消に向け、広報紙、HP等を活用して啓発を行っていく。

○危機管理体制の充実
　近年頻発する自然災害に備え、BCP(業務継続計画）を策定し、安定したサービスの提供を目指す。

項目 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11
使用料 283,273 291,260 287,974 284,665 281,356 278,047 275,071 272,083 269,119 266,120



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

〇管渠事業費を年間5億円とし、令和7年度における下水道による汚水処理普及率84.8%を目指し、令和15年
度には整備完了を目指す。

目 標

〇補助事業に係る国庫補助金及び企業債収入を令和15年度までで計画している。

目 標

○使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　計画期間中は普及率の増加、人口減少をを見込んだ推移としている。。

○企業債に関する事項
　整備完了までは建設改良費の2分の1程度を発行予定である。

○繰入金に関する事項
　一般会計からの繰入金については、年度ごとの維持管理費及び資本費から、繰出基準ごとに積み上げて算出している。

○職員給与費に関する事項
　職員数は現状を維持をするものとする。

○動力費に関する事項
　直近の決算値に、今後の動向を踏まえた伸び率をかけて算出している。

○薬品費に関する事項
　直近の決算額をもとに算出。

○修繕費に関する事項
　直近の決算額をもとに算出。

○委託費に関する事項
　直近の決算額をもとに算出。

○管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　H29～31にかけ、ストックマネジメントの検討を行い、その後の管渠・処理場等の更新はそれに基づいて行う。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
事業の公共性・効率性を考慮し、今後の検討課題とする。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

建設改良費に係る財源について、国の補助事業の活用や交付税措置の有利な起債借
入等、適切な財源確保について検討する。
受益者負担金は市民間の公平性を図るとともに、建設費の財源としても重要な役割を持
つため、滞納対策に努め、収納率の向上を目指す。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、5年毎を目処に見直し（ローリング）を行う。

職員給与費に関する事項 本市の給与制度による。

動力費に関する事項 機器の適正な運用を図り、コスト縮減に努める。

修繕費に関する事項 長寿命化・ストックマネジメントの実施により修繕費を抑制する

委託費に関する事項
処理場維持管理、汚水処理に係る委託費が年々増加しており、より安価で有効な方法を
検討する必要がある。また、現行の環境モニタリング調査の実施内容を再検討し、コスト
削減に取り組む。

その他の取組 該当なし。

薬品費に関する事項 コスト削減が可能か検討していく。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

活用できる資産がないため、検討を行っていない。

令和2年度の法適用に伴い、減価償却費及び一般会計繰入金と併せ、使用料体系の見
直しを検討する必要がある。

使用料の見直しに関する事項

該当なし。

事業の公共性・効率性を考慮し、今後の検討課題とする。

長寿命化・ストックマネジメントの実施により、建設改良費を平準化させる。

近隣団体と情報交換を行い、広域化・共同化・最適化による事業効率の向上を検討して
いく。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 286,200 294,187 290,901 287,592 284,283 280,974 277,998 275,010 272,046 269,047
(1) 283,273 291,260 287,974 284,665 281,356 278,047 275,071 272,083 269,119 266,120
(2) (B)
(3) 2,927 2,927 2,927 2,927 2,927 2,927 2,927 2,927 2,927 2,927

２． 846,664 763,380 740,438 739,470 739,628 723,875 696,899 699,675 702,443 710,897
(1) 513,220 452,291 443,581 442,801 441,783 432,899 418,995 420,816 423,766 428,852

513,220 452,291 443,581 442,801 441,783 432,899 418,995 420,816 423,766 428,852

(2) 333,444 311,089 296,857 296,669 297,845 290,976 277,904 278,859 278,677 282,045
(3)

(C) 1,132,864 1,057,567 1,031,339 1,027,062 1,023,911 1,004,849 974,897 974,685 974,489 979,944
１． 970,790 909,304 891,081 895,045 900,236 889,324 866,912 873,055 878,172 888,085
(1) 46,554 46,787 47,020 47,255 47,491 47,729 47,968 48,208 48,449 48,691

21,762 21,871 21,980 22,090 22,200 22,311 22,423 22,535 22,648 22,761
3,265 3,281 3,297 3,313 3,330 3,347 3,364 3,381 3,398 3,415

21,527 21,635 21,743 21,852 21,961 22,071 22,181 22,292 22,403 22,515
(2) 236,709 206,629 207,792 208,985 210,209 211,465 212,753 214,075 215,431 216,823

43,585 44,718 45,881 47,074 48,298 49,554 50,842 52,164 53,520 54,912
16,885 14,906 14,906 14,906 14,906 14,906 14,906 14,906 14,906 14,906

176,239 147,005 147,005 147,005 147,005 147,005 147,005 147,005 147,005 147,005
(3) 687,527 655,888 636,269 638,805 642,536 630,130 606,191 610,772 614,292 622,571

２． 158,144 148,263 140,258 132,017 123,675 115,525 107,985 101,630 96,317 91,859
(1) 158,094 148,213 140,208 131,967 123,625 115,475 107,935 101,580 96,267 91,809
(2) 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

(D) 1,128,934 1,057,567 1,031,339 1,027,062 1,023,911 1,004,849 974,897 974,685 974,489 979,944
(E) 3,930
(F) 50,800
(G) 11,747
(H) 39,053

42,983
(I)
(J) 125,632 125,632 125,632 125,632 125,632 125,632 125,632 125,632 125,632 125,632

10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
(K) 740,936 762,140 783,196 804,981 808,619 772,894 733,822 696,445 636,605 380,608

635,936 657,140 678,196 699,981 703,619 667,894 628,822 591,445 531,605 275,608

105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 286,200 294,187 290,901 287,592 284,283 280,974 277,998 275,010 272,046 269,047

(N)

(O)

(P)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

R10年度 R11年度R4年度 R5年度 R6年度 R7年度本年度

営 業 収 益

R3年度 R8年度 R9年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１． 440,900 350,129 350,130 350,130 350,131 350,132 350,132 350,133 350,134 350,134

２． 275,509 301,730 328,321 346,654 365,885 375,060 350,203 307,506 266,427 201,677

３．

４． 39,536 39,536 39,536 39,536 39,536 39,536 39,536 39,536 39,536 39,536

５．

６． 195,000 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000

７．

８． 46,062 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

９．

(A) 997,007 991,395 1,017,987 1,036,320 1,055,552 1,064,728 1,039,871 997,175 956,097 891,347

(B)

(C) 997,007 991,395 1,017,987 1,036,320 1,055,552 1,064,728 1,039,871 997,175 956,097 891,347

１． 765,703 700,258 700,259 700,260 700,262 700,263 700,264 700,266 700,267 700,268

51,534 51,792 52,051 52,311 52,573 52,836 53,100 53,366 53,633 53,901

２． 606,738 635,936 657,140 678,196 699,981 703,619 667,894 628,822 591,445 531,605

３．

４．

５． 1,000

(D) 1,373,441 1,336,194 1,357,399 1,378,456 1,400,243 1,403,882 1,368,158 1,329,088 1,291,712 1,231,873

(E) 376,434 344,799 339,412 342,136 344,691 339,154 328,287 331,913 335,615 340,526

１． 354,083 344,799 339,412 342,136 344,691 339,154 328,287 331,913 335,615 340,526

２．

３．

４． 22,351

(F) 376,434 344,799 339,412 342,136 344,691 339,154 328,287 331,913 335,615 340,526

(G)

(H) 9,195,638 8,909,831 8,602,821 8,274,755 7,924,905 7,571,418 7,253,656 6,974,967 6,733,656 6,552,185

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

515,660 454,731 446,021 445,241 444,223 435,339 421,435 423,256 426,206 431,292

515,660 454,731 446,021 445,241 444,223 435,339 421,435 423,256 426,206 431,292

315,045 341,266 367,857 386,190 405,421 414,596 389,739 347,042 305,963 241,213

39,536 39,536 39,536 39,536 39,536 39,536 39,536 39,536 39,536 39,536

275,509 301,730 328,321 346,654 365,885 375,060 350,203 307,506 266,427 201,677

830,705 795,997 813,878 831,431 849,644 849,935 811,174 770,298 732,169 672,505

R11年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度R3年度本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R10年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

R8年度 R9年度 R10年度

他 会 計 負 担 金

R11年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

　建設開始年度は平成6年度であり、耐用年数に達
していない管渠が多いが、ストックマネジメント
計画に基づき主要管渠の点検を行っている。
　事業開始以前に造成した団地の設備を受贈して
いるが、老朽化が進み、不明水が増加している。
管渠の状況を調査し、今後修繕していく必要があ
る。
　今後の安定的で継続的な下水道サービスの供給
のために今年度ストックマネジメント計画を策定
したので、今後は計画に基づき老朽化対策を講ず
る予定である。

2. 老朽化の状況

全体総括

　経費回収率や汚水処理原価が改善したが、一般
会計からの繰入金に依存している状況は変わりな
く、引き続き汚水処理費の低減に向けた取り組み
が必要である。また、水洗化率の向上につながる
ような対策を検討する必要がある。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　平成28年度に一般会計からの繰入金の基準の見
直しを行い、基準内繰入金の額が増加したため総
収益が増加し、①収益的収支比率は95％前後で推
移している。これに伴い汚水処理費の公費負担が
増加したため⑤経費回収率も上昇し、⑥汚水処理
原価が減少している。
　長寿命化・ストックマネジメントの実施により
引き続き修繕費抑制を図るほか、処理場維持管
理・汚泥処理の安価な方法を検討する必要があ
る。
　⑦施設利用率は40％台前半で横ばいになってい
るので、順次整備していくことにより今後の利用
率上昇につなげていく。
　⑧水洗化率も同じく横ばいであり、引き続き更
なる水洗化の推進のため、融資あっせん制度の活
用や広報媒体での啓発を進めていく。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km2) －

- 該当数値なし 60.44 93.07 3,110 20,790 7.33 2,836.29

66.46 519.08 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Cc2 非設置 34,498

経営比較分析表（平成30年度決算）
岡山県　浅口市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

41640 42005 42370 42736 43101

当該値 0 0 0 0 0

平均値 0.04 0.11 0.15 0.16 0.13

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

0.16

0.18

41640 42005 42370 42736 43101

当該値 68.84 67.45 96.53 94.85 95.14

平均値

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

41640 42005 42370 42736 43101

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

41640 42005 42370 42736 43101

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

①収益的収支比率(％)

41640 42005 42370 42736 43101

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

41640 42005 42370 42736 43101

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

41640 42005 42370 42736 43101

当該値 1662.86 0 456.6 280.63 146.49

平均値 1136.5 1118.56 1111.31 966.33 958.81

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

41640 42005 42370 42736 43101

当該値 59.7 49.1 104.53 93.31 93.34

平均値 71.65 72.33 75.54 81.74 82.88

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

41640 42005 42370 42736 43101

当該値 284.44 353.28 166.68 186.21 186.07

平均値 217.82 215.28 207.96 194.31 190.99

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

41640 42005 42370 42736 43101

当該値 41.79 43.78 43.91 40.4 45

平均値 54.44 54.67 53.51 53.5 52.58

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

41640 42005 42370 42736 43101

当該値 76.75 76.32 75.53 76.55 77.45

平均値 84.2 83.8 83.91 83.51 83.02

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【682.78】

【95.20】【58.98】【136.86】【100.91】

【0.23】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし


